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日本商工会議所の協力の下、創業・
起業セミナーにおいてサービスを紹介

法務省の協力の下、全国の法務局において、
職員によるサービス誘導・動画放映を実施

社会保険システム連絡協議会の協力の下、
法人設立ワンストップサービスを利用可能な「マイナ
ポータルAPI」を紹介

行政機関だけでなく、民間の各種団体に対して業界紙への掲載等を依頼

〇 法人設立ワントップサービスの利用促進に向け、行政機関だけでなく、民間団体を通じて幅広く広報活動を実施。
〇 今後は、法人設立手続だけなく、社会保険・税手続のワンストップ化など、連続性のあるサービスの周知を通じて、

今後ますます利便性が向上するマイナンバーカードの取得を促進。

引き続き、日本経済再生事務局および関連省庁と連携し「法人設立ワンストップサービス」の広報活動を行う。

また、「法人設立ワンストップサービス」だけでなく、
「gBizIDを用いた社会保険手続（2020年4月開始予定）」「年末調整／確定申告手続の簡素化（2020年10月開
始予定）」「企業が行う従業員のライフイベントに伴う社会保険・税手続のオンライン・ワンストップ化
（2020年11月開始予定）」など、
起業後に必要となる各種手続の利便性向上に資する施策を併せて、起業家に認知されやすい形で周知していく。

民間
公証役場・日本商工会議所・フリーランス協会・労務行政研究
所・日本司法書士連合会・日本税理士会連合会・全国社会保険労
務士会連合会・社会保険システム連絡協議会・経団連・新経連

⇒サービス概要を説明し、リーフレットの配布・会員企業様への
説明会・協会機関紙への掲載・メルマガの発信・ホームページ
でのリンク掲載・APIの利用等を依頼

行政機関
〇法務局・地方税事務所・年金事務所・ハローワーク・労基署等
⇒リーフレット配布・動画放映・ホームページでのリンク掲載等を
実施

〇法務省・厚労省・国税庁・総務省・経産省・内閣府
⇒ホームページでのリンク掲載等を実施 今

後

【ターゲットを明確にした広報活動等】
〇法務局来訪者への「登記後の手続」ワンストップ化サービスの利用誘導

〇起業予定者へのサービス紹介

〇民間のシステムベンダーへのマイナポータルAPIの紹介

これまでの取組



行政機関・民間団体にて配布中のリーフレット（内閣府作成）
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